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大分県居宅介護職員初任者研修等事業実施要領 

 

１ 目  的 

  障害者（児）に対する適切な居宅介護等を提供するために、必要な知識及び技術を

有する居宅介護従業者等の養成を図るため、「居宅介護職員初任者研修等について」

（平成１９年１月３０日付け障発第０１３０００１号厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部長通知。以下「部長通知」という。）のほか、この要領の定めるところによ

り大分県居宅介護職員初任者研修等事業を実施するものとする。 

 

２ 研修カリキュラム等 

  原則として、「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」 

（平成１８年厚生労働省告示第５３８号。以下「告示」という。）及び部長通知に基づ 

き実施するものとする。 

 

３ 居宅介護職員初任者研修等事業者（以下「事業者」という。）の指定 

 （１）事業者に関する要件 

     事業者は、研修を適正かつ円滑に実施するために必要な事務的能力及び事業

の安定的運営に必要な財政基盤を有するものであること。 

 （２）研修内容に関する要件 

   ア 研修は、告示及び部長通知に定める内容に従い、継続的に毎年１回以上実施

されるものであること。 

    イ 研修カリキュラム等は、告示及び部長通知に定める内容に従ったものである

こととし、各研修のカリキュラムについては別紙のとおりとする。 

   ウ 講義を担当する講師については、学歴、職歴、資格、実務経験等に照らし、

各科目を担当するために適切な人材が必要な人数確保されていることとし、各

課程の講師基準については別紙のとおりとする。 

   エ 適切な実習施設との連携により、実習実施計画が定められていること。 

   オ 居宅介護職員初任者研修、障害者居宅介護従業者基礎研修の研修は、告示に

定める研修時間の外、研修カリキュラムにおいて、人権問題に関する研修を２

時間以上実施すること。 

   カ 講義を通信の方法で行う場合は、前項各号に掲げる基準のほか、受講者が学

習にあたって講義と同等の効果が得られるよう次に掲げる基準に適合しなけ

ればならない。 

     ①添削指導及び面接指導による適切な指導が行われること。 

     ②添削指導及び面接指導による適切な指導を行うのに適当な講師を有するこ 

      と。 

     ③あらかじめ合格点を設定し、これに満たない場合は、再度課題を課して合 

      格点に達するまで指導を徹底すること。 

     ④添削済み答案の送付の際には、模範解答及び解説集を添付すること。 

     ⑤質問用紙を用意し、受講者の疑問に対し講師によりすみやかに回    

  答できるようにすること。 
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     ⑥面接指導の時間数は、告示及び部長通知に定める内容に従うこと。 

     ⑦面接指導を行うのに適当な講義室及び演習を行うのに適当な演習室が確保 

      されていること。 

 （３）研修受講者に関する要件 

   ア 研修受講者に研修内容等を明示するため、次に掲げる項目等を明らかにした

研修実施要領等を定め、公開すること。 

          ① 開講目的 

     ② 研修事業の名称 

     ③ 実施場所 

     ④ 研修期間 

     ⑤ 研修カリキュラム 

     ⑥ 講師氏名 

     ⑦ 研修修了の認定方法 

     ⑧ 開講時間 

     ⑨ 受講資格 

     ⑩ 受講手続（募集要領等） 

     ⑪ 授業料、実習費等 

   イ 研修への出席状況、成績等研修受講者に関する状況を確実に把握し、保存す

ること。 

 （４）その他 

      ア 知事は、事業者として指定をした者に対して必要があると認めるときには、

事業者の研修等を担当する者に対し、文書その他の物件の提供若しくは提示を

求め、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができるものとする。 

   イ 事業者は、事業運営上知り得た研修受講者に係る秘密を漏らしてはならない

ものとする。 

   ウ 事業者は、研修受講者が実習において知り得た個人の秘密を漏らしてはなら

ない旨指導するものとする。 

   エ 事業者は、研修カリキュラムのうち実習について、告示に定める基準以上に

実施するよう努めるものとする。 

      オ 事業者は、研修事業を他の事業の経理と明確に区分し、会計帳簿、決算書類

等研修事業の収支の状況を明らかにする書類を整備するものとする。 

 

４ 指定申請等 

 （１）申  請 

    ３の要件を満たし、指定を受けようとする事業者は、大分県居宅介護職員初任

者研修等事業者指定申請書（様式１）に以下に掲げる書類を添えて、知事に申請

するものとする。 

ア 学則等 

イ 研修カリキュラム 

ウ 大分県居宅介護職員初任者研修等事業講師略歴書（様式２） 

エ 大分県居宅介護職員初任者研修等実習承諾書（様式３） 
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オ 研修修了の認定方法 

カ 研修計画及び次年度の収支予算の細目（向こう 2年間） 

キ 申請者の収支及び資産状況 

ク 申請者が法人であるときは、定款、寄付行為その他の規約 

ケ 誓約書（様式４） 

また、通信教育による事業を行う場合は、上記ア～ケに加えて以下に掲げる書

類を添付するものとする。 

コ 添削指導及び面接指導の指導方法を明示した書類 

サ 添削指導に関する問題形式一覧及び添削指導日程 

シ 添削指導に関する問題集、解答用紙及びその模範解答集   

ス 面接指導の実施期間における講義室及び演習室の設置者の承諾書（様式３） 

 （２）変  更 

        指定を受けた事業者は、指定を受けた内容のうち部長通知第１の３に掲げる事

項に変更があった場合は、１０日以内に大分県居宅介護職員初任者研修等事業変

更届（様式５）を知事に提出するものとする。 

 （３）事業実施計画書 

    指定を受けた事業者は、あらかじめ大分県居宅介護職員初任者研修等事業実施

計画書（様式６）を知事に提出するものとする。 

 （４）修了証書 

    指定を受けた事業者は、研修修了者に対して部長通知第１の２による別記様式

により修了証明書を作成のうえ交付するものとする。 

 （５）事業実績報告書 

    指定を受けた事業者は、事業終了後は速やかに大分県居宅介護職員初任者研修

等事業実績報告書（様式７）及び部長通知第１の５に基づき居宅介護職員初任者

研修等修了者名簿（様式８）を知事に提出するものとする。 

 なお、強度行動障害支援者養成研修事業を実施した事業所については、加えて 

事業実績内訳書（様式９）を、当該年度実施分を一括して毎年度３月３１日まで 

に知事に提出するものとする。 

 （６）事業（廃止・休止・再開）届 

    指定を受けた事業者が当該事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、

部長通知第１の６により、１０日以内に大分県居宅介護職員初任者研修等事業

（廃止・休止・再開）届（様式１０）を知事に提出するものとする。 

 

５ 指定の取り消し 

  知事は、次に掲げる場合においては、指定を取り消すことができるものとする。 

 （１）事業者が適正な運営を行うことができなくなったとき。 

 （２）事業者が要領３（４）のオに規定する帳簿書類の提出若しくは提示を命じられ

てこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

 （３）事業者が、不正の手段により指定を受けたとき。 

 （４）その他、告示、部長通知及びこの要領の定めに従わなかったとき。 
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  附則 この要領は、平成１５年９月８日から適用する。 

 

  附則 この要領は、平成１９年４月２７日から適用する。 

 

  附則 この要領は、平成２３年１１月１１日から適用する。 

 

  附則 この要領は、平成２５年４月３０日から適用する。 

 

  附則 この要領は、平成２７年４月３０日から適用する。 

 

附則 この要領は、令和２年４月１日から適用する。 

 

附則 この要領は、令和３年４月１日から適用する。 

 

附則 この要領は、令和４年３月１日から適用する。 


